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ご挨拶
株主の皆様には格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。第44期（平成17年４

月１日から平成18年３月31日まで）の事業報告書をお届けするに当たり、謹んでご

挨拶を申し上げます。

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格や金利の動向などの不安定要因

はあるものの好調な企業収益を反映し民間設備投資が高水準に推移し、個人消費も

底堅い動きを示すなど、景気は安定感を増し拡大基調を持続するに至りました。

建設業界におきましては、民間設備投資が製造業を中心として活発な動きを示し、

非製造業においても投資意欲に回復の兆しが見られるものの国および地方自治体の

財政制約などにより継続事業の見直し、新規事業の中止等、公共投資の抑制が続く

中、低価格による激しい受注競争が依然として続いております。

このような状況のもとで、当社グループ（当社、連結子法人等および持分法適用

関連会社、以下同じ）は、工事採算性や債権回収リスクのヘッジを重視した受注に

努める一方、あらたな収益源の確立を目指し、建築工事、環境関連、リペアー＆メ

ンテナンス、海外事業領域への参入取り組みを強化してまいりました。

その結果、受注高につきましては、429億64百万円と前連結会計年度比15.3％減と

なりました。その内訳は建設事業91.4％、開発事業等8.6％であります。

なお、当連結会計年度の主な受注工事は次のとおりであります。

株式会社ナフコはせ川 砂田橋ショッピングセンター新築工事

不動建設・小田急建設特定建設工事共同企業体 近畿自動車道（紀勢線）菅合トンネル工事

清水建設・みらい建設特定建設工事共同企業体 第二東名高速道路藤枝工事

清水建設他３社特定建設工事共同企業体 北陸新幹線魚津第２トンネル工事

東急建設株式会社 瀬戸塩草土地区画整理事業

売上高につきましては、475億７百万円と前連結会計年度比2.1％の増収となりま

した。その内訳は建設事業92.2％、開発事業等7.8％であります。

なお、当連結会計年度の主な完成工事は次のとおりであります。

鹿島建設他４社特定建設工事共同企業体 関西国際空港２期空港島埋立工事（二次揚土その４）

清水建設株式会社 小坂最終処分場建設工事

鹿島建設他５社特定建設工事共同企業体 小丸川発電所新設工事のうち土木本工事（第１工区）

清水建設他３社特定建設工事共同企業体 北陸新幹線峰山トンネル（西）他工事

鹿島建設他２社特定建設工事共同企業体 和歌山土地公社コスモパーク加太土地整備工事



損益につきましては、一部工事の利益率の低下による完成工事総利益の減少、開

発事業等のうち採石事業における燃料価格の高騰等によるコストの増加などにより、

経常利益は３億96百万円と前連結会計年度比66.1％の減益となりました。また、当

連結会計年度より固定資産の減損に係る会計基準の適用による減損損失12億90百万

円を特別損失に計上したことなどにより、15億73百万円の当期純損失となりました。

今後のわが国経済は、企業収益の改善による設備投資の増加や、個人消費の安定

により引き続き緩やかに成長が続くものと思われます。

建設業界におきましては、民間設備投資は回復傾向の持続が期待されるものの、

公共工事の更なる減少は避けられない見通しであり、その減少ペースに本格的な企

業の淘汰・再編スピードが追いつかずに、供給過剰状態が続き、受注競争は厳しい

まま推移するものと考えられます。

このような状況の下で、当社グループといたしましては、受注高の減少傾向の中

で利益確保が出来る企業体質を構築するために、引き続き工事採算性や回収リスク

のヘッジを重視した受注に努めるとともに、新たな収益源の確立を目指した営業展

開として、建築工事、環境関連、リペアー＆メンテナンス、都市型土木、資源開発

生産請負関連、海外事業領域への取り組み強化に努めてまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援を賜りますようお願い申し

上げます。
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取締役会長

山 崎 善 弘

代表取締役社長

山 康 久



□　企業集団の事業区分別受注高・売上高

□　企業集団および当社の業績の推移

１．企業集団の営業成績および財産の状況の推移

（注）１．一株当たり当期純利益は、期中平均株式総数により算出しております。

２．△は、損失を示しております。

３．当社は、第43期から「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第

19条の２に規定する連結計算書類を作成しており、第41期および第42期につき

ましては、同法第19条の２第３項に定める監査役および会計監査人の監査を受

けていない連結計算書類であります。

区 分

建 設 事 業

開発事業等

合 計

47,035

3,711

50,746 42,964 46,530 47,507

39,268

3,696

42,819

3,711

43,811

3,696

当連結会計年度前連結会計年度 前連結会計年度

受　　　　　　注 売　　　　　　上

当連結会計年度
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（単位：百万円）

受 　 注 　 高（百万円）

売 　 上 　 高（百万円）

経　常　利　益（百万円）

当 期 純 利 益（百万円）

一株当たり当期純利益（円）

純 　 資 　 産（百万円）

総 　 資 　 産（百万円）

期　別

区　分

45,291

60,039

2,020

656

53.05

10,271

54,505

49,216

54,130

1,400

366

29.62

10,753

48,527

42,964

47,507

396

△ 1,573

△ 127.36

8,870

40,933

50,746

46,530

1,169

338

27.42

10,973

43,454

第41期
平成15年
３月期

第42期
平成16年
３月期

第44期
（当連結会計年度）
平成18年
３月期

第43期
平成17年
３月期
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２．当社の営業成績および財産の状況の推移

（注）１．一株当たり当期純利益は、期中平均株式総数により算出しております。

２．△は、損失を示しております。

受 　 注 　 高（百万円）

売 　 上 　 高（百万円）

経　常　利　益（百万円）

当 期 純 利 益（百万円）

一株当たり当期純利益（円）

純 　 資 　 産（百万円）

総 　 資 　 産（百万円）

期　別

区　分

40,839

55,882

1,750

532

43.05

11,124

52,992

44,318

50,255

1,337

307

24.86

11,541

46,768

36,777

42,208

353

△ 1,585

△ 128.27

9,631

38,990

45,342

42,614

1,067

336

27.22

11,754

41,775

第41期
平成15年
３月期

第42期
平成16年
３月期

第44期（当期）
平成18年
３月期

第43期
平成17年
３月期



─ 5 ─

□　株式の状況（平成18年３月31日現在）

１．株　式　数　　会社が発行する株式の総数 25,000,000株

発行済株式の総数（普通株式） 12,375,927株

２．株　主　数 619名（前期末比61名減）

３．大株主の状況

４．自己株式の取得、処分等および保有の状況

漓 取得した株式

普通株式 4,329株

取得価額の総額 1,433千円

滷 決算期末において保有する株式

普通株式 20,443株

有 限 会 社 山 興 産

山 崎 善 弘

山 総合開発株式会社

山 建設従業員持株会

山 康 久

山 崎 繁 和

山 崎 裕 司

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

新キャタピラー三菱株式会社

山 建設取引先持株会

株　　主　　名
当社への出資状況

持　株　数 持　株　数議決権比率 出資比率

当社の当該株主への出資状況

1,509,170

1,468,479

652,187

629,586

622,282

487,976

487,751

436,800

376,500

360,000

――

――

――

――

――

――

――

――

――

――

12.3

12.0

5.3

5.1

5.1

4.0

4.0

3.6

3.1

2.9

――

――

――

――

――

――

――

――

――

――

％株 株 ％

（注）当社は株式会社三菱東京UFJ銀行の持株会社である株式会社三菱UFJホールディ

ングスの株式136.59株（0.0％）を所有しています。
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会　　社　　名

日本ロック
エンジニアリング株式会社

株式会社マイタック

株式会社システムズ

岡田自動車工業株式会社

キセイ商事株式会社

山 マシーナリー株式会社

株式会社岩手マイタック

株式会社新潟マイタック

資　本　金

49,500千円

20,000千円

10,500千円

20,000千円

20,000千円

40,000千円

20,000千円

10,000千円

当社の議決権比率

71.6

100

100

100

100

100

100

100

主要な事業内容

岩盤爆砕、
その他土木工事業

土木工事業

経営診断、経営全
般指導、企業内教
育訓練の指導

建設機械、自動車、
その部品の販売・
修理加工

不動産開発

％

建設機械、搬送機械
の改造、整備・修理
加工およびその部品
の製作、修理加工

土木工事業

土木工事業

（注）株式会社岩手マイタックおよび株式会社新潟マイタックは、株式会社マイタックの

100％出資会社であります。

□　企業結合の状況（平成18年３月31日現在）

１．重要な子法人等の状況

会　　社　　名

九州総合開発株式会社

資　本　金

30,000千円

当社の議決権比率

49.0

主要な事業内容

不動産開発

２．重要な関連会社の状況

３．企業結合の成果
連結子法人等は８社であり、重要な持分法適用関連会社は１社であります。
当連結会計年度の成果は、売上高475億７百万円、経常利益３億96百万円、

当期純損失15億73百万円であります。

％



─ 7 ─

□　従業員の状況（平成18年３月31日現在）

１．企業集団の従業員の状況

（注）従業員数は就業人員であり、パートおよび嘱託は（ ）内に年間の平均人員を外数

で記載しております。

２．当社の従業員の状況

（注）従業員数は就業人員であり、パートおよび嘱託は（ ）内に年間の平均人員を外数

で記載しております。

□　企業集団の主要拠点等

当社

本　　社：東京都中央区日本橋小舟町10番９号

支　　店：東京支店（埼玉県さいたま市） 大阪支店（大阪府大阪市）

東北支店（宮城県仙台市） 中部支店（愛知県大府市）

中国・九州支店（福岡県福岡市）

姫路砕石工場（兵庫県姫路市）

日本ロックエンジニアリング株式会社

本　　社：東京都中央区日本橋小舟町10番６号

株式会社マイタック

本　　社：東京都中央区日本橋小舟町10番６号

従　業　員　数（名）

977（362）

前 期 末 比 増 減（名）

△30（＋57）

従 業 員 数（名）

594（306）

前期末比増減（名）

△27（＋45）

平　均　年　齢

40.7歳

平 均 勤 続 年 数

16.9年
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資 産 合 計 負 債 及 び 資 本 合 計38,990,999 38,990,999

流 動 資 産

現 金 預 金

受 取 手 形

完成工事未収入金

販 売 用 不 動 産

未 成 工 事 支 出 金

材 料 貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

工 具 器 具 ・ 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

子 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

長期繰延税金資産

会 員 権

そ の 他 投 資 等

貸 倒 引 当 金

流 動 負 債
支 払 手 形

工 事 未 払 金

短 期 借 入 金

一年以内償還の社債

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 成 工 事 受 入 金

工 事 損 失 引 当 金

事 業 損 失 引 当 金

賞 与 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

固 定 負 債
社 債

長 期 借 入 金

再評価に係る繰延税金負債
退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 固 定 負 債

負 債 合 計

資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

別 途 積 立 金

当 期 未 処 理 損 失

土 地 再 評 価 差 額 金
株 式 等 評 価 差 額 金
自 己 株 式
資 本 合 計

20,066,540

1,662,283

917,865

7,133,549

3,262,979

5,401,502

322,042

116,207

584,231

748,379

△ 82,500

18,924,458

12,283,914

926,482

3,114,153

75,879

8,021,149

146,249

111,307

6,529,236

971,433

561,454

3,031,677

16,225

1,399,231

443,776

418,102

△ 312,665

19,864,861
3,737,109
4,085,827
3,959,250
890,000
659,187
181,488
153,799
5,643,279
29,588
53,652
172,000
299,678
9,494,422
2,962,500
3,274,000
638,435
2,483,245
136,240

29,359,284

3,980,846
4,442,419
4,442,419
1,807,123
300,000
4,000,000
4,000,000
2,492,876

△ 934,577
341,104

△ 5,200
9,631,715

資産の部

科　　目 科　　目金　　額 金　　額

負債の部

資本の部

貸 借 対 照 表

（単位：千円）
（平成18年３月31日現在）
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（経 常 損 益 の 部）
営業損益の部
売　　上　　高
完 成 工 事 高
開 発 事 業 等 売 上 高

売　上　原　価
完 成 工 事 原 価
開発事業等売上原価

売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益
開 発 事 業 等 総 利 益
販売費及び一般管理費

営　業　利　益
営業外損益の部
営 業 外 収 益
受 取 利 息 配 当 金
そ の 他 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用
支 払 利 息
そ の 他 営 業 外 費 用

経　常　利　益
（特 別 損 益 の 部）

特　別　利　益
固 定 資 産 売 却 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 益
保 証 債 務 取 崩 益
償 却 済 債 権 取 立 益

特　別　損　失
固 定 資 産 売 却 損
固 定 資 産 除 却 損
減 損 損 失
販売用不動産評価損
投資有価証券評価損
訴 訟 関 連 費 用
事業損失引当金繰入額
ゴルフ会員権評価損
役 員 退 職 慰 労 金
税 引 前 当 期 純 損 失
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 損 失
前 期 繰 越 利 益
土地再評価差額金取崩額
当 期 未 処 理 損 失

42,208,769

39,193,778

3,014,990
2,373,794
641,196

57,721

344,994
353,923

278,080

1,796,181
1,164,177

420,848
1,585,026
1,881,546

△ 2,789,397
2,492,876

科　　　　目 金　　　　額

損 益 計 算 書

（単位：千円）

平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで（ ）

39,487,328
2,721,441

36,736,934
2,456,843

2,750,393
264,597

19,662
38,059

218,204
126,790

170,294
88,733
11,700
7,353

6,427
13,440

1,088,132
364,722
170,606
53,943
53,652
39,106
6,150

169,000
251,848
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当 期 未 処 理 損 失

任 意 積 立 金 取 崩 額

別 途 積 立 金 取 崩 額

計

利 益 処 分 額

株 主 配 当 金
１株につき　７円50銭

次 期 繰 越 利 益

2,492,876,981

3,000,000,000

507,123,019

92,666,130

414,456,889

利　益　処　分

（単位：円）

（注）株主配当金は、自己株式20,443株分を除いております。
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資 産 合 計 負債、少数株主持分及び資本合計40,933,893 40,933,893

流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

未 成 工 事 支 出 金

その他たな卸資産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機械・運搬具・工具器具備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

流 動 負 債

支払手形・工事未払金等

短 期 借 入 金

一年以内償還の社債

未 払 法 人 税 等

未 成 工 事 受 入 金

工 事 損 失 引 当 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

社 債

長 期 借 入 金

再評価に係る繰延税金負債

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

負 債 合 計

少 数 株 主 持 分

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

土 地 再 評 価 差 額 金

株 式 等 評 価 差 額 金

自 己 株 式

資 本 合 計

22,293,616

2,050,193

9,053,132

6,000,247

3,824,383

607,692

803,530

△ 45,563

18,640,276

13,711,784

1,213,932

3,568,021

8,784,415

145,414

119,681

4,808,811

1,037,228

1,573,656

1,437,061

1,255,421

△ 494,557

21,415,305

8,189,095

4,278,191

930,000

222,305

6,073,203

32,871

227,364

1,462,273

10,502,189

3,312,500

3,474,083

638,435

2,920,417

156,753

31,917,495

145,706

3,980,846

4,442,419

1,029,330

△　 934,577

357,872

△ 5,200

8,870,691

資産の部

科　　目 科　　目金　　額 金　　額

負債の部

資本の部

連 結 貸 借 対 照 表

（単位：千円）
（平成18年３月31日現在）
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（経常損益の部）
営業損益の部
売　　上　　高
完 成 工 事 高
開 発 事 業 等 売 上 高

売　上　原　価
完 成 工 事 原 価
開発事業等売上原価

売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益
開 発 事 業 等 総 利 益

販売費及び一般管理費
営　業　利　益
営業外損益の部
営 業 外 収 益
受 取 利 息 配 当 金
そ の 他 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用
支 払 利 息
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
そ の 他 営 業 外 費 用

経　常　利　益
（特 別 損 益 の 部）

特　別　利　益
固 定 資 産 売 却 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 益
保 証 債 務 取 崩 益
償 却 済 債 権 取 立 益

特　別　損　失
固 定 資 産 売 却 損
固 定 資 産 除 却 損
減 損 損 失
販売用不動産評価損
訴 訟 関 連 費 用
ゴルフ会員権評価損
役 員 退 職 慰 労 金
税金等調整前当期純損失
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
少 数 株 主 損 失
当 期 純 損 失

47,507,724

43,633,304

3,874,419
3,040,428
833,991

73,656

511,346
396,300

241,927

1,773,284
1,135,056

488,026
49,375

1,573,707

科　　　　目 金　　　　額

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）

平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで（ ）

43,811,576
3,696,147

40,357,471
3,275,832

3,454,104
420,314

6,175
67,481

248,928
68,265
194,153

183,894
40,916
9,763
7,353

5,793
13,473

1,290,095
364,722
53,943
39,106
6,150

247,217
240,808
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取締役および監査役（平成18年６月23日現在）

取 締 役 会 長

代表取締役社長

代表取締役専務

専 務 取 締 役

専 務 取 締 役

取 締 役

常 勤 監 査 役

監 査 役

監 査 役

（注）１．◎の監査役は、社外監査役であります。

２．当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、また、

能力主義に基づく積極的な人材の登用のため、執行役員制度を導入しておりま

す。

山 崎 善 弘
山 康 久
河　部　愼一郎
堀 江 輝 男
齊 藤 重 秋
山　本　和与利
西 明 正 昭
田 中 正 晴

垣 博
◎

◎
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株主メモ

事 業 年 度

定 時 株 主 総 会

基 準 日

定時株主総会

期末配当金

中間配当金

株主名簿管理人

同事務取扱場所

（ 同 連 絡 先 ）

同 取 次 所

公 告 の 方 法

公告掲載URL

４月１日から翌年３月31日まで

毎年６月

３月31日

３月31日

９月30日

三菱UFJ信託銀行株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

〒137－8081
東京都江東区東砂七丁目10番11号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
電話　0120－232－711（通話料無料）

三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

電子公告の方法により行います。ただし、電子公告による
ことができない事故その他やむを得ない事由が生じた場合
は、日本経済新聞に掲載して行います。
http://www.yamazaki.co.jp

○株式関係のお手続き用紙のご請求は、次の三菱UFJ信託銀行の電話及びインター
ネットでも24時間承っております。
電話（通話料無料） 0120－244－479（本店証券代行部）

0120－684－479（大阪証券代行部）
インターネットホームページ　 http://www.tr.mufg.jp/daikou/
なお、株券保管振替制度をご利用の株主様は、お取引口座のある証券会社にご照
会ください。



本社

103-0024 東京都中央区日本橋小舟町10-9

03 3661 1361

東北支店

984-0002 宮城県仙台市若林区卸町東3-2-28

022 287 3511

東京支店

330-0841 埼玉県さいたま市大宮区東町2-20

048 643 6111

中部支店

474-0011 愛知県大府市横根町坊主山5-1

0562 46 2220

大阪支店

555-0025 大阪府大阪市西淀川区姫里3-9-7

06 6471 8331

中国・九州支店

816-0081 福岡県福岡市博多区井相田1-8-25

092 501 9761

姫路砕石工場

671-0217 兵庫県姫路市飾東町佐良和字向林1162

0792 52 2371


